














Job Turnover and Retention in Young Employees: 
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橋, 1993; 小川, 2005; 堀田, 2007; 上野山, 2001）と、その企業に継続的に就業す
















































































































的かつ多面的に把握することを目的としている。今回は第 8 回目となる 2014 年
の調査を分析対象とする。この調査では、首都圏（東京都、神奈川県、千葉県、
埼玉県）在住で、正規社員・正規職員、契約社員・嘱託、派遣、パート・アルバ
イト業務委託として 2014 年 8 月最終週に 1 日でも就業している 18 歳から 69 歳































 今回の分析対象は、23 歳から 28 歳の 1,378 名を分析対象とした。これまでの
調査分析では、大卒・大学院卒の若年従業員を対象としていたが、今回はすべて
の学歴を対象とした。また、いわゆる就職して 3 年以内のインフォーマントと 4
年以上のインフォーマントを分けるためには、学歴別かつ就業年数別に分類する








る女性は 39.2％であった。女性の方が 1.5 倍程度退職を経験している。 
 年齢毎の退職経験の比率を観察してみると、23 歳での退職経験は 22.5％であ
るが、その後、歳を重ねる毎に 31.0％、24.7％、32.0％、35.8％と上昇し、28 歳
のコホートでは 40.0％に達している。年齢層が高いほど退職経験があることが伺
える。我々の問題意識にある 3 年目未満と 4 年目以上の年齢層にほぼ該当する 23
歳〜25 歳と、26 歳〜28 歳にグルーピングすると（表 1）、23 歳〜25 歳までの退
職経験者は 26.8％に対して、26 歳〜28 歳の退職経験者は 36.2％にのぼり、統計
的にも有意に差がある（χ2（1, N=1,378）=14.012, p＜.01）。更に詳細に分析す





23歳〜25歳 度数 183 499 682
比率 26.8% 73.2% 100.0%
26歳〜28歳 度数 252 444 696
比率 36.2% 63.8% 100.0%
合計 度数 435 943 1378





ると、23 歳〜25 歳の年齢層では、退職した事のある男性は 19.9％であるのに対
して、女性は 32.6％、26 歳〜28 歳に関しては、男性が 27.4％に対して、女性が
47.0％と過半数に至っている。 
 就業形態による退職経験に関しては、23歳〜25歳の年齢層では正社員の11.7％、
26 歳〜28 歳では 23.6％が退職した事があると回答している。しかし、それ以外












職者の転職前の企業規模で従業員数 30 人未満を小規模企業、30 人以上 300 人未







 最終学歴毎の退職経験については、高卒、専修各種学校卒はすでに 5 割程度が
退職経験があるのに対して、大卒に関しては 24.8％、大学院卒に関しては 8.3％
しかいないが、この調査は 23 歳から 28 歳を対象にしているため、社会人経験も
考慮に入れる必要があるため年齢層による違いを議論することはできない(4)。退
職回数に関しては、両年齢層とも圧倒的に 1 回が多く、双方共に 6 割を占めてい
る。つぎに、2 割弱が 2 回と答えている。 
表 2 年齢層と転職前企業の企業規模 
⼩規模企業 中規模企業 ⼤企業 合計
23歳〜25歳 度数 58 56 69 183
⽐率 31.7% 30.6% 37.7% 100.0%
26歳〜28歳 度数 52 77 123 252
⽐率 20.6% 30.6% 48.8% 100.0%
合計 度数 110 133 192 435




 退職者の退職理由については、23 歳〜28 歳全体に複数回答で回答を求めたと
ころ、もっとも多いのは、「人間関係への不満」で 155 件であった。次に、「仕事
内容への不満」が 152 件、「労働条件や勤務地への不満」が 130 件、「賃金への不
満」が 107 件と続く。退職を決めた最も重要な理由にしてもあまり順位は変わら

















った」「よかった」が、それぞれ 29.9％と 34.0％であわせて 6 割を超えているも
のの、「どちらともいえない」という回答も 27.1％を占めている。こちらも年齢


















































































 就職して 3 年以内とそれ以降にどのような変化が有り得るのであろうか。離職
者の属性から推測されることもあるが、今回の調査で示唆されうるのは、自らの
能力に対する主観的認識の変化である。23 歳〜25 歳までの年齢層と 26 歳〜28
歳の年齢層では、年齢層が若いほど自らの能力・学習能力に対して高めに評価す






















 (3) 本調査の従業員規模のカテゴリーは 13 個で、4 人以下、5～9 人、10～19 人、20～29
人、30～49 人、50～99 人、100～299 人、300～499 人、500～999 人、1000～1999 人、
2000～4999 人、5000 人以上、公務（官公庁）であり、階級毎の人数の差異は、5000 人以
上のカテゴリーのみ他の階級の 2 倍の人数がいるが、その他はあまり変わらない。 
 (4) 総数では高卒は 205 名に対して、大卒は 823 名であった。 
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